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第１条 「特定油防除資材備付・緊急措置業務約款」（以下「約款」という。）第４条の規定に基づき、一般財団法人

海上災害防止センター（以下「センター」という。）が実施する「特定油防除資材備付証明書」（以下「証明書」と

いう。）の発行に係る料金の額及びその手続等については、約款に定めるもののほか、この規程の定めるところ

による。 

 

第２条 各種証明書の料金は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 年間証明書料金の額は、次表のとおりとする。                              （単位：円） 

総トン数（G／T） 
年間証明書料金 

本   体 税 込 額 

200G/T 未満 269,000 295,900 

200G/T 以上 500G/T 未満 317,000 348,700 

500G/T 以上 1,000G/T 未満 346,000 380,600 

1,000G/T 以上 5,000G/T 未満 404,000 444,400 

5,000G/T 以上 10,000G/T 未満 663,000 729,300 

10,000G/T 以上 50,000G/T 未満 826,000 908,600 

50,000G/T 以上 100,000G/T 未満 932,000 1,025,200 

100,000 G/T 以上 1,037,000 1,140,700 

 

(2) 指定期間証明書料金の額は、次表のとおりとする。                           （単位：円） 

総トン数（G／T） 
4 週間 26 週間 

本 体 税込額 本 体 税込額 

200G/T 未満 
34,000 

(37,000) 
(40,700) 

135,000  

(138,000) 
(151,800) 

200G/T 以上 500G/T 未満 
40,000  

(43,000) 
(47,300) 

159,000  

(162,000) 
(178,200) 

500G/T 以上 1,000G/T 未満 
44,000  

(47,000) 
(51,700) 

173,000  

(176,000) 
(193,600) 

1,000G/T 以上 5,000G/T 未満 
51,000  

(54,000) 
(59,400) 

202,000  

(205,000) 
(225,500) 

5,000G/T 以上 10,000G/T 未満 
83,000  

(86,000) 
(94,600) 

332,000  

(335,000) 
(368,500) 

10,000G/T 以上 50,000G/T 未満 
104,000 

(107,000) 
(117,700) 

413,000  

(416,000) 
(457,600) 

50,000G/T 以上 100,000G/T 未満 
117,000 

(120,000) 
(132,000) 

466,000  

(469,000) 
(515,900) 

100,000 G/T 以上 
130,000 

(133,000) 
(146,300) 

519,000  

(522,000) 
(574,200) 

※ 上表の（  ）は、指定期間証明書発行手数料を含む金額である。 
※ 指定期間証明書の種類は、上表のほか 8 週間及び 12 週間があり、料金は 4 週間の 2 倍及び 3 倍で

ある。 
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第３条 各種手数料の額については、次表のとおりとする。                      （金額は全て外税） 

 区   分 金額（円） 

年間証明書の発行手数料 免除 

指定期間証明書の発行手数料 3,000 円 

証明書の記載事項を修正する場合の再発行手数料 3,000 円 

年間証明書発行後に、海難事故等により廃船等となった場合に、返戻手続

きをする際の返戻手数料 
3,000 円 

振込手数料：依頼主、要請者の負担とする 相当額 

なお、約款第４条第４号のキャンセル料（10,000 円外税）は、委託者が各種証明書の発行を申請のうえ、セン

ターの指定口座に料金を入金後（証明書発行後を含む。）、当該証明書の発行を取り消す場合の取消手数料

を含む。 

 

第４条 追加料金の徴収、料金の返戻及びその他の手続きについては、次のとおりとする。 

(1) 指定期間証明書の申込み締切日を越えて緊急に発行を申し込む場合（緊急発行）、証明書料金に加えて、

当該証明書料金の４週間分に相当する額の５０％を追加料金（外税）として徴収する。 

(2) 年間証明書の申込み締切日である３月２０日（当該日が銀行休業日の場合は前営業日）を越えて緊急に発

行を申し込む場合（緊急発行）であって、３月２１日（当該日が銀行休業日の場合は直後の営業日）から４月 

３０日（当該日が銀行休業日の場合は前営業日）の間に申し込む場合は、年間証明書料金に加えて、当該証

明書料金の１０％を追加料金（外税）として徴収する。ただし、５月１日（当該日が銀行休業日の場合は直後の

営業日）以降に発行する年間証明書は当該証明書の有効期間を４月１日から翌年３月３１日と表記し、委託

者が約款第３条第１項の申込書に記載した開始希望日（以下この条において「発行日」という。）をもって当該

証明書の効力が発するものとみなした証明書（以下この条において「年度途中の年間証明書」という。）となり、

その料金は年間証明書料金（12 ヶ月分）を徴収する。 

(3) 年度途中の年間証明書を申請して手続きが完了する日は、発行日の２日前の日（当該日が銀行休業日の

場合は前営業日）までとする。ただし、緊急に当該証明書の発行が必要な場合は、発行日の前日（当該日が

銀行休業日の場合は前営業日）の１５時までに申し込むことができるが、その場合年間証明書料金に加えて、

当該証明書料金の１０％を追加料金（外税）として徴収する。 

(4) 年間証明書（年度途中の年間証明書を含む。）を申請した者は、当該証明書の有効期間中に対象船舶が

廃船・売船等となった場合は、速やかにセンターに通知しなければならない。この場合、センターは、委託者

に対し、委託者が証明書の発行を申し込む場合に支払うべき金額から廃船・売船等の効力発生日を含む月

までの月割り計算した額に相当する証明書料金、返戻手数料、本条に定める追加料金、銀行送金手数料を

差し引いた額を返還する。ただし、委託者は、センターに対し、当該証明書の残余料金の返戻を希望する場

合は、廃船・売船等の効力発生日から３ヶ月以内に書面をもってセンターに通知するとともに、日本国内での

運航状況が把握できる書類（例：船舶登録原簿に登録／抹消されている事項を証明する「登録事項証明書」

「登録抹消原簿」や「売買契約書」等の写しなど）を添付しなければならない。 

(5) 緊急発行については、証明書の有効期間開始日（年度途中の年間証明書の場合は発行日）の前日（当該

日が銀行休業日の場合は前営業日）の１５時までに、証明書の申込み手続きを完了し、かつ、当該証明書料

金、本条に定める追加料金等一切の入金が確認できた場合に限って、当該証明書を緊急に発行する。 

(6) 約款又は本料金規程に別段の定めがない限り、センターは証明書料金及び手数料等（以下「証明書料金

等」という。）を委託者に返還しない。ただし、約款第４条第４項の取り消しがあった場合で、①センターの指定

口座に既に委託者から証明書料金等の着金があるものの、書面による取消通知受領時に未だ証明書の発

行がされていない場合には、センターは、着金額から返還に要する送金手数料を控除した金額を委託者に

返還し、②センターが既に証明書を発行済であるが、証明書の有効期間開始前の場合には、センターは、委
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託者が証明書の発行を申し込む場合に支払うべき金額から証明書発行手数料、キャンセル料、本条に定め

る追加料金及び銀行送金手数料を差し引いた金額を委託者に返還する。 

 

第５条 この規程においては、次の各号の定めによるものとする。 

(1) この規程において１円未満の端数が生じたときは、これを切り上げる。 

(2) この規程において月割りによって計算する場合は、１月に満たない端数は１月として計算する。 

(3) 外国貿易船は、消費税を免税とする。 

(4) 緊急発行手続き（約款第３条第２号ただし書き及び前条第５号）、船舶所有者等の変更手続及びこれに類

する手続きは、原則としてファクシミリによることとする。 

 

附 則 この規程は、証明書の有効期間が令和３年４月１日以降に開始となるものに適用する。 


